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５ 実態調査でのチェックリスト  
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実態調査でのチェックリスト 

 

 中部地方では、建設リサイクルの状況を把握するため、毎年度建設副産物実態調査

を実施しています。 

 調査精度をより高めるため、元請業者より提出された建設工事データの次のチェッ

ク箇所をチェックしてください。元請業者より提出された時点でチェックを行うこと

で、より正確なデータを得ることができます。また、エラーを解消できれば、次年度

に行うエラーチェックの対象から外れ、手間が省けます。 

 

No. 確認項目 確認内容 ﾁｪｯｸ欄

1 システム 入力システムは、発注者から指示したシステムか。 

また、ＣＲＥＤＡＳの場合は最新のシステムか。 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/fuk

usanbutsu/credas/index.htm 

 

2 対象年度 工事の竣工年度が調査対象年度となっているか。 

例：平成２３年度調査は、平成２３年度内に竣工した工事が

対象 

 

3 発注機関と 

施工場所 

公共発注機関の管轄外で工事を行っていないか。 

例：Ａ市発注工事をＢ市で施工しているケース 

 

4 数量の 

間違い 

（桁間違い）

請負金額、延床面積、建設資材、建設副産物、運搬距離の数量

が正しいか。 

⇒契約書、完了書類、マニフェスト等で数量が正しいか、確

認してください。 

また、建設資材、建設副産物の単位はトン又はｍ３、ｋｇ

で調査していますので、必要に応じて換算してください

（換算係数は表１のとおり） 

 

5 現場内利用

の住所 

建設資材（とくに、土砂）を現場内利用※した際、「工事施工場

所住所」と「供給元住所」が同じか。 

※現場内利用とは、たとえば工事現場から発生した建設発生土

を、工事現場から搬出せずに、当該工事現場内で埋戻材など

として利用すること。 

 

6 運搬距離 建設副産物を現場外へ搬出しているが、「運搬距離」が「０ｋ

ｍ」となっていないか。 

 ⇒「運搬距離が 0.5km 未満」の場合は「1km」と入力して

ください。 
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7 現場内利用 建設発生土やコンクリート塊を現場内利用した場合。 

「建設資材利用」と「建設副産物発生」の両方に記載している

か。 

 例１：コンクリート塊を現場内で破砕し、再生砕石として路

盤材等の建設資材として利用した場合 

    ⇒建設資材利用の「砕石」、建設副産物発生の「コン

クリート塊」の両方に現場内利用の記載が必要 

 例２：建設発生土を現場内利用した場合 

    ⇒建設資材利用の「土砂」、建設副産物発生の「建設

発生土」の両方に現場内利用の記載が必要 

 

8 搬出先種類 建設廃棄物の搬出先種類については、建設工事からの搬出した

先の施設、最終処分場等の種類を選択してください。 

中間処理施設へ搬出した後に、最終処分している場合は、中間

処理施設を選択してください。 

搬出先種類の具体的な定義は、表２を参照してください。 

 

9 率の確認 再生資源利用率、再生資源利用促進率を確認してください。 

確認する箇所については、図１を参照してください。 

・再生資源利用率：建設資材利用量のうち、再生資源量の割合

・再生資源利用促進率：建設副産物搬出量のうち、再資源化施

設への搬出量など有効利用を促進した量 
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＜記入状の注意点＞ 

①建設副産物実態調査は、調査対象年度に完成した工事が対象となります。 

 

②建設副産物実態調査は、「実施書」を提出してください。計画書は集計されません。 

 ただし、１つの工事で実施書及び計画書の両方を提出しても構いません。 

 

③ＣＲＥＤＡＳは、必ず最新のバージョンを使用してください。 

 

④発生量などの数値は、四捨五入して「０．０」となる場合は、「０．１」と記入して

下さい。 

例：建設発生木材Ａが「４０ｋｇ」発生した場合：「０．０４トン」⇒「０．１トン」 

 

⑤運搬距離の数値は、四捨五入して「０ｋｍ」となる場合は、「１ｋｍ」と記入して下

さい。 

例：運搬距離が「４００メートル」の場合：「０．４ｋｍ」⇒「１ｋｍ」 

 

⑥重量換算については、個々の実態に基づいて、求められている単位に換算して記入

して下さい。土砂、砕石、塩化ビニル管・継手、建設発生土以外の品目の数量単位は、

重量（トン）で記入して下さい。なお、実態値がない場合には、次ページに掲載した

換算表（表１）を参考にして記入して下さい。 

 

⑦発注者によるチェックのお願い 

過年度の建設副産物実態調査において、データ内容の問い合わせを行った際、記入ミ

スが多く見受けられました。そのため、発注者によるチェックが必要です。元請業者

からデータ等を提出された際には、必ずチェックを行ってください。 
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表１．（参考）重量換算係数（トン／ｍ３） 

 荷積み状態での換算値 実体積による換算

値 

産業廃棄物 

（環境省） 

建廃ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

値 

参考値 参考値 

建設汚泥 1.2～1.6 1.4 1.4 1.10 

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 （建設廃材 

1.6～1.8） 

1.8 2.35（無筋） 1.48 

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 

1.8 2.35 

建設発生木材 0.4～0.7 0.5  0.55 

建設混合廃棄

物 

  0.24～0.30 0.26 

砕石 － － 2.0 － 

廃プラスチッ

ク 

－ － 1.1 0.35 

廃塩化ビニル

管・継手 

－ 200kg/m3

管・パイプ

  

廃石膏ボード － 0.65～0.8   

紙くず － － 0.5 0.30 

アスベスト － － 0.9 0.30 
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ＣＲＥＤＡＳ、ＣＯＢＲＩＳ（建設副産物情報交換システム）の「搬出先種類コー

ド」の定義を記載します。データ入力や確認する際の参考にしてください。 

 

表２．建設廃棄物の搬出先種類 

搬出先種類コード 定 義 

１．売却 搬出工事の請負会社が建設廃棄物（発生時点）を売却してその代

価を得た場合（有価物） 

２．他の工事現場 廃棄物処理法に規定された「再生利用指定制度」（個別指定制度、

一般指定制度、大臣認定）を活用して、必要とする工事への搬出

３．広域認定制度 

  による処理 

廃棄物処理法に規定された「広域認定制度」を活用して、当該製

品の製造、加工、販売等の事業を行う者が適正な処理を行った場

合（例：新築工事で発生した石膏ボードの端材などを製造会社が

引き取る場合） 

４．中間処理施設 

（再資源化施設： 

 合材プラント） 

アスファルト・コンクリート塊を破砕処理し、再生アスファルト

合材用骨材として利用している合材プラントへの搬出 

５．中間処理施設 

（再資源化施設： 

合材プラント 

以外） 

建設廃棄物の破砕、脱水等の再生・再資源化処理をする中間処理

施設への搬出（例：コンクリート塊の破砕施設、建設発生木材の

破砕施設、建設汚泥の脱水・焼成等施設、建設混合廃棄物の選別

施設など） 

６．中間処理施設 

（サーマルリサイ

クル） 

建設廃棄物を熱源として利用し熱回収（サーマルリサイクル）す

る中間処理施設への搬出（例：バイオマス発電施設、セメント工

場） 

７．中間処理施設 

（単純焼却） 

建設発生木材又は建設混合廃棄物で、再生利用（熱回収を含む）

を行わず、単純に焼却、減容化のみを行う中間処理施設への搬出

８．廃棄物最終 

  処分場 

（海面処分場） 

（廃棄物処理法で規定された）海面型最終処分場への搬出 

９．廃棄物最終 

  処分場 

（内陸処分場） 

（廃棄物処理法で規定された）内陸型最終処分場への搬出 

１０．その他の 

処分 

その他の再利用に供しない施設等への搬出 

 ⇒集計上、最終処分としてカウントされる 
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図１．再生資源利用率、再生資源利用促進率の確認 
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1.工事概要
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工事名

再生資源利用実施書　－建設資材搬入工事用－

852200.中部地方整備局　企画部

☆☆改良工事

発注担当者チェック欄

担当者

TEL

建設資材：再生資源利用率 
建設副産物：再生資源利用促進率 
数値が正しいか確認してください。 




